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介
護
保
険
を
取
り
巻
く
状
況

　

介
護
保
険
制
度
は
平
成
12
年
に

始
ま
り
、
３
年
ご
と
に
制
度
の
見

直
し
を
行
う
こ
と
に
な
っ
て
い
ま

す
。
今
年
度
か
ら
第
４
期
事
業
計

画
期
間
（
平
成
21
〜
23
年
度
）
に

入
る
た
め
、
市
で
は
、
制
度
の
見

直
し
と
介
護
給
付
費
の
推
計
を
行

い
ま
し
た
。

　

推
計
で
は
、
本
市
の
人
口
に
占

め
る
高
齢
者
（
65
歳
以
上
）
の
割

合
が
、平
成
20
年
10
月
の
20
・
４
％

か
ら
平
成
23
年
10
月
に
は
21
・

８
％
へ
増
加
し
、
介
護
保
険
の
認

定
者
数
の
割
合
も
、
平
成
23
年
度

に
は
10
・
３
％
増
加
す
る
と
予
想

さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
費
用

は
年
々
増
加
し
、
平
成
21
年
度
当

初
予
算
で
は
約
34
億
円
と
な
り
、

今
後
も
さ
ら
に
増
加
す
る
と
考
え

ら
れ
ま
す
。

　

一
方
、
介
護
の
現
場
で
は
、
過

酷
な
労
働
に
よ
り
介
護
従
事
者
が

離
職
す
る
な
ど
、
質
の
高
い
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
が
難
し
く

な
っ
て
い
ま
す
。

介
護
保
険
料
の
改
定
に
つ
い
て

　

市
で
は
、
平
成
21
年
度
か
ら
第

１
号
被
保
険
者
（
65
歳
以
上
）
の

介
護
保
険
料
を
下
表
の
と
お
り
改

定
し
ま
す
。

　

今
回
の
改
定
で
は
、
保
険
料
基

準
額
を
月
額
３
、
６
０
０
円
と
し

ま
す
。
そ
し
て
、
従
来
の
６
段
階

制
か
ら
、
７
段
階
と
特
例
を
含
む

８
つ
の
階
層
を
設
け
ま
す
。

　

な
お
、
国
の
制
度
改
正
に
よ
り
、

介
護
従
事
者
の
処
遇
を
改
善
す
る

た
め
、
介
護
報
酬
を
約
３
％
プ
ラ

ス
改
定
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

そ
れ
に
伴
う
保
険
料
の
増
額
分
に

つ
い
て
は
、
軽
減
措
置
と
し
て
、

平
成
21
年
度
は
増
額
分
の
全
額
を
、

平
成
22
年
度
は
２
分
の
１
を
国
が

負
担
し
ま
す
。

　

保
険
料
の
金
額
は
、
普
通
徴
収

（
現
金
納
付
又
は
口
座
振
替
）
の

人
は
７
月
に
納
入
通
知
書
で
、
特

別
徴
収
（
年
金
天
引
）
の
人
は
６

月
に
仮
徴
収
額
の
変
更
通
知
と
、

８
月
に
年
額
算
定
後
の
通
知
で
お

知
ら
せ
し
ま
す
。

★
介
護
い
き
が
い
課
☎
㉕
１
７
１
９

介
護
保
険
料
が
変
わ
り
ま
す

―
65
歳
以
上
の
み
な
さ
ん
へ
―

介
護
保
険
料
が
変
わ
り
ま
す

所得段階 対象者 保険料率
年間保険料（基準月額×保険料率×12か月）

平成21年度 平成22年度 平成23年度

第１段階
・生活保護受給者
・ 老齢福祉年金受給者で、世帯全員が市民税
非課税の人

0.50％ 21,000円 21,300円 21,600円

第２段階
世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得
金額と課税年金収入の合計が80万円以下の
人

0.50％ 21,000円 21,300円 21,600円

第３段階 世帯全員が市民税非課税で、第２段階に該当
しない人 0.75％ 31,500円 31,950円 32,400円

第４段階
（特例）

世帯のだれかに市民税が課税されているが、
本人は市民税非課税で、前年の合計所得金額
と課税年金収入の合計が80万円以下の人

0.90％ 37,800円 38,340円 38,880円

第４段階
（基準額）

世帯のだれかに市民税が課税されているが、
本人は市民税非課税で、第４段階（特例）に
該当しない人

1.00％ 42,000円 42,600円 43,200円

第５段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
125万円未満の人 1.10％ 46,200円 46,860円 47,520円

第６段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
125万円以上200万円未満の人 1.25％ 52,500円 53,250円 54,000円

第７段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
200万円以上の人 1.50％ 63,000円 63,900円 64,800円

報酬改定による
増額分（100円） 全額を国が負担

半額を国が負担

基準月額3,600円基準月額3,550円基準月額3,500円

平成21年度 平成22年度 平成23年度

軽減措置の仕組み

介護保険料一覧

p-740
長方形

p-740
長方形

p-740
長方形

p-740
長方形

p-740
長方形

p-740
長方形
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社
会
保
険
庁
で
は
、
４
月
か
ら

す
べ
て
の
国
民
年
金
、
厚
生
年
金

の
被
保
険
者
へ
「
ね
ん
き
ん
定
期

便
」
の
送
付
を
始
め
ま
し
た
。
こ

の
通
知
は
、
年
金
制
度
に
対
す
る

理
解
を
深
め
る
た
め
、
毎
年
誕
生

月
に
送
付
さ
れ
ま
す
。

※
１
日
生
ま
れ
の
人
に
は
、
誕
生

日
の
前
月
に
送
付
さ
れ
ま
す
。
４

月
１
日
生
ま
れ
の
人
は
、
平
成
22

年
３
月
が
初
回
の
送
付
で
す
。

何
が
書
い
て
あ
る
の
？

●
平
成
21
年
度

①
年
金
加
入
期
間

②
年
金
受
給
見
込
額

・ 

50
歳
未
満
の
人
…
こ
れ
ま
で
の

加
入
実
績
に
応
じ
た
見
込
額

・ 

50
歳
以
上
の
人
…
「
ね
ん
き
ん

定
期
便
」
作
成
時
点
に
加
入
し

て
い
る
制
度
に
、
引
き
続
き
加

入
し
た
場
合
の
見
込
額

※
す
で
に
年
金
を
受
給
し
て
い
る

（
全
額
停
止
中
を
含
む
）
人
に
は
、

見
込
額
は
通
知
さ
れ
ま
せ
ん
。

③
保
険
料
の
納
付
額

④
年
金
加
入
履
歴

⑤ 

厚
生
年
金
加
入
期
間
の
月
ご
と

の
標
準
報
酬
月
額
・
賞
与
額
、

保
険
料
納
付
額

⑥ 

国
民
年
金
加
入
期
間
の
月
ご
と

の
保
険
料
納
付
状
況

●
平
成
22
年
度
以
降

　

①
か
ら
③
ま
で
を
更
新
し
た
も

の
と
、
⑤
・
⑥
の
直
近
１
年
分
が

通
知
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、35
歳
・

45
歳
・
58
歳
の
人
に
は
、
①
か
ら

⑥
ま
で
を
更
新
し
た
も
の
が
通
知

さ
れ
ま
す
。

受
け
取
っ
た
ら
？

　

58
歳
の
人
や
「
ね
ん
き
ん
特
別

便
」
に
回
答
し
て
い
な
い
人
に
は
、

水
色
の
年
金
加
入
記
録
回
答
票
が

同
封
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
場
合

は
、
必
ず
回
答
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。「
訂
正
な
し
」
で
も
、
そ

の
旨
を
記
入
し
て
返
送
し
て
く
だ

さ
い
。
そ
れ
以
外
の
人
は
、
漏
れ

や
誤
り
が
あ
る
場
合
の
み
、
同
封

の
年
金
加
入
記
録
回
答
票
に
必
要

事
項
を
記
入
し
、
返
送
し
て
く
だ

さ
い
。

※
す
で
に
「
ね
ん
き
ん
特
別
便
」

な
ど
で
訂
正
の
申
し
出
や
、
第
三

者
委
員
会
へ
申
し
立
て
を
し
て
い

る
期
間
に
つ
い
て
は
、
再
度
回
答

す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

日 

時　

毎
月
第
１
・
第
３
木
曜
日

午
前
10
時
〜
正
午
、
午
後
１
時
〜

３
時

場
所　

市
役
所
１
階
保
険
課
前

相
談
員　

社
会
保
険
労
務
士

※
12
月
ま
で
実
施
す
る
予
定
で
す
。

　

20
歳
以
上
の
人
は
、
学
生
で
も

国
民
年
金
に
加
入
し
て
、
保
険
料

を
納
め
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
収
入
が
な
い
・
少
な
い

な
ど
の
理
由
で
保
険
料
を
納
め
ら

れ
な
い
場
合
に
は
、「
学
生
納
付

特
例
制
度
」
を
利
用
し
て
保
険
料

を
後
納
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

申
請
し
て
承
認
を
受
け
た
期
間

は
、
年
金
額
に
は
反
映
さ
れ
ま
せ

ん
が
、
老
齢
基
礎
年
金
の
受
給
資

格
期
間
に
は
算
入
さ
れ
ま
す
。
ま

た
、
事
故
や
病
気
な
ど
に
よ
る
障

害
・
死
亡
の
と
き
の
障
害
基
礎
年

金
又
は
遺
族
基
礎
年
金
の
納
付
要

件
に
も
算
入
さ
れ
ま
す
。

手
続
き
の
方
法
は
？

　

平
成
20
年
度
に
学
生
納
付
特
例

制
度
を
受
け
て
い
て
、
平
成
21
年

度
以
降
も
在
学
期
間
が
あ
る
と
申

し
出
た
人
に
は
、
社
会
保
険
庁
か

ら
、
特
例
制
度
を
受
け
る
か
ど
う

か
確
認
す
る
通
知
が
３
月
下
旬
に

送
付
さ
れ
て
い
ま
す
。
引
き
続
き

制
度
を
受
け
た
い
人
は
、
通
知
書

に
同
封
さ
れ
て
い
る
返
信
用
は
が

き
に
必
要
事
項
を
記
入
し
、
返
送

し
て
く
だ
さ
い
。
市
へ
の
申
請
は

不
要
で
す
。

　

た
だ
し
、
３
月
下
旬
に
通
知
が

届
い
て
い
な
い
人
や
学
校
が
変

わ
っ
た
人
、
初
め
て
申
請
す
る
人

は
、
本
庁
又
は
総
合
支
所
市
民
課

で
５
月
末
日
ま
で
に
手
続
き
を
し

て
く
だ
さ
い
。
申
請
が
遅
れ
て
も
、

４
月
ま
で
さ
か
の
ぼ
っ
て
承
認
さ

れ
ま
す
が
、
申
請
日
前
に
生
じ
た

事
故
や
病
気
に
よ
る
障
害
・
死
亡

に
つ
い
て
は
、
障
害
基
礎
年
金
や

遺
族
基
礎
年
金
を
受
け
取
れ
な
く

な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

持 

参
す
る
も
の　

年
金
手
帳
、
印

鑑
、新
学
年
の
学
生
証（
コ
ピ
ー

可
）
又
は
在
学
証
明
書

ね
ん
き
ん
定
期
便
が届

き
ま
す

ね
ん
き
ん
特
別
便・定
期
便

無
料
相
談
の
お
知
ら
せ

学
生
納
付
特
例
制
度
の
ご
案
内

◇ねんきん定期便専用ダイヤル（旧ねんきん特別便専用ダイヤル）
　☎0570-058-555（ＩＰ電話・ＰＨＳの場合は☎03-6700-1144）
◇ねんきんダイヤル（年金相談全般）　
　☎0570-05-1165（ＩＰ電話・ＰＨＳの場合は☎03-6700-1165）
◇ 社会保険庁ホームページ（年金制度についての説明や、年金見込み
額の試算の申し込みなど）　http://www.sia.go.jp/
◇熊谷社会保険事務所（国民年金に関する相談）☎048-525-1844
◆ 国民年金の加入や免除申請等の手続きは、本庁市民課年金保険係
☎25-1114、総合支所市民課年金保険係☎72-1331（内線334）へ

【年金についてのご相談・お問い合わせは下記へ】

平成21年度の国民年金保険料は、月額14,660円です。
老後や“もしも”の時に備えて、しっかり納めましょう。なお、
保険料の納期は翌月末日です。保険料の割引を受けられる口座
振替や前納制度もご利用ください。

未来のあなたを支える国 民 年 金


